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1.  22年6月期の業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 21,392 3.2 400 187.5 874 48.4 485 55.9
21年6月期 20,738 4.8 139 79.5 589 1.8 311 △9.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年6月期 94.50 ― 7.5 5.8 1.9
21年6月期 60.60 ― 5.0 4.2 0.7

（参考） 持分法投資損益 22年6月期  ―百万円 21年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 15,228 6,677 43.8 1,300.68
21年6月期 14,904 6,324 42.4 1,232.02

（参考） 自己資本   22年6月期  6,677百万円 21年6月期  6,324百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年6月期 913 △676 △357 360
21年6月期 906 △2,074 1,086 480

2.  配当の状況 

(注） 平成22年5月6日に公表いたしました期末1株当たり配当金予想を従来予想の25円から27円に修正しております。詳しくは、本日公表の「平成22年6月
期 配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年6月期 ― 0.00 ― 25.00 25.00 128 41.2 2.0
22年6月期 ― 0.00 ― 27.00 27.00 138 28.6 1.9
23年6月期 

（予想）
― 0.00 ― 27.00 27.00 24.9

3.  23年6月期の業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

11,525 8.6 71 △28.4 359 4.2 169 △8.7 32.97

通期 23,600 10.3 451 12.8 1,023 17.0 556 14.7 108.42
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注） １株当たり当期純利益の算定となる株式数については、23ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年6月期 5,136,600株 21年6月期 5,136,600株
② 期末自己株式数 22年6月期  2,937株 21年6月期  2,937株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につきましては、４ページ「１．経営成績 （１）経営成績に関
する分析」をご覧ください。 

－　2　－－　2　－



（当期の経営成績） 

当事業年度における小売業を取り巻く環境は、企業業績に回復の兆しが見られたものの、これが雇用お

よび所得水準の回復までには至らず、個人消費は低調に推移してまいりました。 

 また、ホームセンター業界におきましては、リーマンショック以降大幅に落ち込んだ住宅着工件数が依

然として回復しないまま住宅関連商品の販売が伸び悩む厳しい状況が続いてまいりました。 

 このような環境の中、当社はお客様の要望される商品の導入・拡充に努め、お客様のご要望にお応えし

た品揃え、お客様を飽きさせない楽しい売場をつくるための店舗改装に専念し、お客様に喜ばれる売場作

りに注力してまいりました。当事業年度は特に、前事業年度から増員した改装課メンバーによる改装スピ

ードが向上したことで全面改装を４店舗完了させております。  

 その結果、既存のお客様の来店頻度が増えたことに加え、口コミ等で初めてご来店されるお客様も増え

来店客数が前年同期比104.0％、客単価が前年同期比99.2％となり売上高は前年同期比103.2％の213億9千

2百万円となりました。  

 利益は、売上増に加え売上総利益率が前年同期より1.0ポイントアップしたことで売上総利益が前年同

期比106.9％の60億5千9百万円と大きく向上しました。これは、店舗改装のスピードアップによって原価

率の低減を図った新規商品が数多く導入できたことと、さらにはその販売が非常に好調だったことによる

ものです。 

 また、費用については主に売上増に伴う人件費の増加や1号店（吉尾店：宮崎県都城市）の新設移転に

伴う減価償却費の増加があったものの、上記売上総利益の増加がこれらを吸収し、営業利益が前年同期比

287.5％の4億円となり、経常利益が前年同期比148.4％の8億7千4百万円、当期純利益が前年同期比

155.9％の4億8千5百万円となりました。  

  

（注）当社は営業開始後13ヵ月経過した店舗を既存店、13ヵ月未満の店舗を新店と定義しており、当事

業年度においては全店舗（9店舗）が営業開始後13ヵ月を経過しておりますので来店客数、客単価、

売上高の各数値は全店＝既存店となります。 

  

  

部門別の業績は次のとおりであります。                                  （単位：百万円） 

 
なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。  

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

部門別
前事業年度 当事業年度

増減額
前年
同期比金額 構成比 金額 構成比

DIY用品 
ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、
金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・
用土、植物、エクステリア用品、石材

10,865 52.4 ％ 11,107 51.9 ％ 241 102.2 ％

家庭用品 
家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資
材用品、収納用品、住宅設備用品

6,606 31.9 ％ 6,961 32.6 ％ 354 105.4 ％

カー・レジャー用品 
カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、
文具

3,267 15.7 ％ 3,324 15.5 ％ 56 101.7 ％

合計 20,738 100.0 ％ 21,392 100.0 ％ 653 103.2 ％
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（次期の見通し）  

  次期の当社を取り巻く経営環境は、企業収益に持ち直しの動きがあるものの雇用や所得の回復のスピ

ードは依然として遅く、個人消費の低迷がしばらく続くものと思われます。 

 当社はこのような厳しい環境のもと、前事業年度に全面的な改装の完了していない店舗の改装に力を

注ぎ、よりお客様のお役に立てるお店、よりお客様に喜んでいただけるお店作りに邁進してまいりま

す。また、平成22年秋には福岡県では2号店目（当社10号店）となる、くさみ店（福岡県北九州市小倉

南区）を新規出店させる予定であり、これを福岡地区のドミナント化を図る上での第１歩と考えており

ます。 

 以上の結果、平成23年6月期の業績見通しは、売上高が236億円（前年同期比110.3％）、営業利益が4

億5千1百万円（前年同期比112.8％）、経常利益が10億2千3百万円（前年同期比117.0％）、当期純利益

が5億5千6百万円（前年同期比114.7％）を見込んでおります。  

  

（中期経営計画等の進捗状況）  

  当社は平成21年6月期決算短信（非連結）にて3ヵ年（平成22年6月期～平成24年6月期）の中期経営計

画数値を公表しておりますが、平成23年6月期の期中に出店を予定している当社10号店（福岡2号店 く

さみ店）の投資額及び出店時期がほぼ確定したことから今回改めて次期以降3ヵ年の中期経営計画数値

を策定しております。なお、平成24年6月期の期中においては当社11号店（福岡3号店）の新規出店を予

定しており、平成25年6月期の期中においては新規出店の予定はありません。 

 
  

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ3億2千3百万円増加の152億2千8百万円とな

りました。これは主にお客様要望商品の導入拡充に伴う棚卸資産の増加により、流動資産が前事業年

度末に比べ1億1千3百万円増加したことと、当社の２号店である加納店（宮崎県宮崎市）を含むショ

ッピングセンターの土地・建物の所有者が民事再生適用会社となったことに伴い、当社が当該土地・

建物を取得したことにより固定資産が前事業年度末に比べ2億1千万円増加したことによるものであり

ます。 

（負債） 

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ2千8百万円減少の85億5千1百万円となりま

した。これは主に、棚卸資産増加による買掛金および未払法人税等が増加となったのに対し、主に短

期及び長期の借入金の合計額等が減少したことによるものであります。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ3億5千2百万円増加の66億7千7百万円となり

ました。これは主に、当期純利益により利益剰余金が増加したことによるものであります。 

（単位：百万円)

平成23年6月期 平成24年6月期 平成25年6月期

計 画 前年同期比 計 画 前年計画比 計 画 前年計画比

売上高 23,600 110.3 % 26,566 112.6 % 28,060 105.6 %

営業利益 451 112.8 % 579 128.6 % 993 171.4 %

経常利益 1,023 117.0 % 1,208 118.1 % 1,656 137.1 %

当期純利益 556 114.7 % 688 123.8 % 944 137.1 %

(2) 財政状態に関する分析
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   ② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前事業年度末に比べ1億2千万

円減少の3億6千万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は9億1千3百万円（前年同期比100.8％）となりました。これは主に、

税引前当期純利益が8億5千2百万円、減価償却費が5億2千4百万円となったのに対し、たな卸資産の増

加額が2億5千万円、法人税等の支払額が2億9千1百万円となったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は6億7千6百万円（前年同期比32.6％）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出が4億8千3百万円、投資不動産の取得による支出が3億2千5百万円とな

ったのに対し、投資不動産の賃貸による収入が7千2百万円となったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は3億5千7百万円（前年同期は10億8千6百万円の収入）となりまし

た。これは主に、短期借入金の純減額が3億円、長期借入金の返済額が6億2千8万円、配当金の支払額

が1億2千8百万円となったのに対し、長期借入金の借入額が7億円となったことによるものでありま

す。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）１．各指標の計算式は以下のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標は、いずれも財務数値により算出しております。 

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

４．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用し

ております。 

５．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており、

また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書に計上されている「利息の支払額」を使用しておりま

す。 

６．平成18年6月期は大野城店がオープンしたことにより、店舗の棚卸資産等が増加し営業キャッシュ・フローが

減少した為、債務償還年数が延び、インタレスト・カバレッジ・レシオは低下しております。 

７．平成20年6月期の債務償還年数及びインタレスト・ガバレッジ・レシオは菊陽店がオープンし店舗の棚卸資産

等が増加したことにより営業キャッシュ・フローがマイナスとなったため、記載しておりません。 

  

  

  

平成18年6月期 平成19年6月期 平成20年6月期 平成21年6月期 平成22年6月期

自己資本比率（％） 51.0 53.2 46.2 42.4 43.8

時価ベースの自己資本比率
（％）

63.3 43.9 26.2 20.7 25.2

債務償還年数（年） 170.4 3.6 ― 7.3 7.0

インタレスト・カバレッジ・ 
 レシオ（倍）

0.6 19.3 ― 9.5 8.5
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当社は株主に対する重い責任を自覚し、株主の期待に沿うべく、企業体質の強化に最善を尽くすとと

もに、安定的な配当の維持継続に留意し、業績に応じて増配または株式分割を行うことで積極的に利益

の還元を図る方針であります。なお、内部留保金につきましては、主として店舗の新規開設資金や既存

店の改装等設備資金に充当する予定であります。  

  当期の配当につきましては、期末配当金として1株につき2円増配し27円とさせていただく予定であ

り、次期の配当も期末配当金として27円を予定しております。  

  

  

① 出店に関する法的規制について  

  当社はホームセンターの多店舗展開を行っていますが、店舗の新規出店及び既存店の増床について、

次のような法的規制を受けております。  

  売場面積1,000㎡を超える新規出店及び既存店の増床については、「大規模小売店舗立地法(平成12年

6月１日施行)」(以下「大店立地法」という。) による規制の対象となります。大店立地法は、都道府

県、政令指定都市が主体となって、市町村の意思の反映、広範な住民の意思表示の機会を確保しつつ、

駐車需要の充足、その他による周辺住民の利便性及び商業その他の業務の利便性の確保のために配慮す

べき事項(交通渋滞、駐車・駐輪、交通安全その他)、廃棄物問題や騒音の発生その他による周辺住民の

生活環境の悪化防止のために配慮すべき事項等の地域社会に対する環境問題を調整するためのものであ

ります。 

  その為、当社は地域環境を考慮した店舗構造、運営方針を行い、地域住民・自治体との調整を図りな

がら出店をしていく方針でありますが、地域住民・自治体との調整のため出店に要する時間の長期化や

出店コストの増加等の影響を受ける可能性があります。  

  また、「都市計画法」「中心市街地活性化法」「大規模小売店舗立地法」（以下「まちづくり三法」

という。）のうち、「都市計画法」が平成19年11月に改正施行されました。改正「都市計画法」の骨子

は、売場面積10,000㎡以上の大規模小売店の出店を商業地域、近隣商業地域、準工業地域に限定するこ

とにより、郊外での大規模小売店の出店に制限が課せられることとなります。 

  さらに各自治体が「まちづくり三法」を補完する条例等の施行により、店舗売場面積の縮小や出店に

要する時間の長期化など出店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 気象要因について  

  当社の販売している商品はＤＩＹ用品部門（ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗

料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材）等の屋外作業に伴う商品の

販売ウェイトが高く、これらの商品は、降雨や気温といった気象条件の悪化が、来店客数や商品購入点

数の減少につながり、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（注）上記文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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 当社は関係会社を有しておりません。  

 当社の事業の内容はＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品の販売に従事しており、ＤＩＹ（DO 

IT YOURSELF）用品としてホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、塗料、園芸資材、薬剤肥料・用

土、植物、エクステリア用品、石材等を、家庭用品として日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納

用品、住宅設備用品等を、またカー・レジャー用品として、カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、

文具の商品の取扱いをしております。  

 事業運営は広範囲の商品の取扱いをしておりますので、大型店での店舗運営になっており、販売はセル

フサービス方式による店頭小売がほとんどであります。  

  

平成22年6月末現在の店舗数は下記の9店舗であります。  

宮崎県 ４店舗 

  吉尾店（都城市）、加納店（宮崎市）、新名爪店（宮崎市）、柳丸店（宮崎市）  

鹿児島県 １店舗 

  国分店（霧島市）  

熊本県 ２店舗 

  画図店（熊本市）、菊陽店(菊池郡菊陽町)  

大分県 １店舗 

  わさだ店（大分市）  

福岡県 １店舗 

  大野城店（大野城市）  

  

  

当社の企業理念は、「お客様第一主義に徹する」ことでございます。 

 お客様第一主義に徹するとは、住まいと暮らしに関するお客様の要望をすべて満たすことであり、こ

こに経営資源のすべてを投入いたします。 

  

当社は、「Ｂ／Ｓを重視した経営」「株主重視の経営」をするために、株主資本比率５０％以上、総

資本経常利益率（ＲＯＡ）１０％以上、株主資本利益率（ＲＯＥ）１０％以上、１株当たり当期純利益

（ＥＰＳ）１００円以上にすることを目標としております。 

  

当面の目標は、地域一番のＤＩＹ大型専門店になることであります。そして、九州地区におけるリー

ジョナルチェーンを目指しております。 

 また、ＤＩＹ、園芸、インテリア部門を最重点強化部門とし、お客様の声を基にした品揃えの拡充と

専門知識を豊富に持ったスタッフの増強によって、同業他社との差別化をより一層推進し、集客力の向

上及び利益率の向上を図ってまります。 

  

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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当社は接客を重視しており、従業員の質の向上なくして、品揃えの拡充や、お客様が本当に望むサー

ビスの提供はありえないと考えております。当社の対処すべき課題は従業員の人材育成にあり、そのた

めに定期的な研修会の実施と接客レベルに対する職能考課の実施やＤＩＹアドバイザー資格取得の奨励

等、能力主義人事を推進し、従業員の質の向上を目指しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年６月30日)

当事業年度
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 486,925 366,330

売掛金 184,261 186,513

商品 5,009,194 5,259,450

貯蔵品 40,192 40,907

前渡金 2,585 5,906

前払費用 75,645 74,595

繰延税金資産 108,017 102,848

その他 66,004 49,700

流動資産合計 5,972,827 6,086,253

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 7,408,841 ※1, ※2 7,100,850

減価償却累計額 △2,359,215 △2,338,858

建物（純額） 5,049,626 4,761,991

構築物 943,174 860,399

減価償却累計額 △549,106 △547,876

構築物（純額） 394,068 ※2 312,523

工具、器具及び備品 1,036,636 1,067,224

減価償却累計額 △528,726 △643,504

工具、器具及び備品（純額） 507,909 423,720

土地 ※1 1,941,538 ※1, ※2 1,786,593

リース資産 4,300 4,300

減価償却累計額 △286 △1,146

リース資産（純額） 4,013 3,153

建設仮勘定 6,946 22,817

有形固定資産合計 7,904,102 7,310,799

無形固定資産

借地権 162,934 163,199

ソフトウエア 19,751 12,059

その他 11,441 10,513

無形固定資産合計 194,127 185,772

投資その他の資産

投資有価証券 44,883 37,628

出資金 360 360

長期貸付金 111,208 111,208

破産更生債権等 6,591 168

長期前払費用 26,544 8,363

敷金及び保証金 497,621 466,296

保険積立金 146,723 165,099

投資不動産 － ※1, ※2 1,250,090

減価償却累計額 － ※3 △391,967

投資不動産（純額） － 858,123

その他 22,235 14,485

貸倒引当金 △22,339 △15,917

投資その他の資産合計 833,828 1,645,817

固定資産合計 8,932,058 9,142,389

資産合計 14,904,886 15,228,643
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年６月30日)

当事業年度
(平成22年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,209,376 1,259,800

短期借入金 ※1 2,400,000 ※1 2,100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1 603,400 ※1 842,600

リース債務 840 851

未払金 160,534 112,079

未払費用 234,819 269,898

未払法人税等 233,376 292,351

未払消費税等 73,583 80,875

預り金 17,472 18,388

その他 5,257 13,166

流動負債合計 4,938,659 4,990,011

固定負債

長期借入金 ※1 3,634,600 ※1 3,466,800

リース債務 3,177 2,325

その他 3,664 92,249

固定負債合計 3,641,441 3,561,375

負債合計 8,580,101 8,551,386

純資産の部

株主資本

資本金 1,057,500 1,057,500

資本剰余金

資本準備金 1,086,500 1,086,500

資本剰余金合計 1,086,500 1,086,500

利益剰余金

利益準備金 23,827 23,827

その他利益剰余金

別途積立金 500,000 500,000

繰越利益剰余金 3,653,909 4,010,712

利益剰余金合計 4,177,737 4,534,539

自己株式 △4,629 △4,629

株主資本合計 6,317,107 6,673,910

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,677 3,346

評価・換算差額等合計 7,677 3,346

純資産合計 6,324,785 6,677,256

負債純資産合計 14,904,886 15,228,643
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 20,738,905 21,392,477

売上原価

商品期首たな卸高 5,017,339 5,009,194

当期商品仕入高 15,093,808 15,601,016

合計 20,111,147 20,610,210

他勘定振替高 ※2 31,144 ※2 18,077

商品期末たな卸高 5,009,194 5,259,450

商品売上原価 ※1 15,070,808 ※1 15,332,683

売上総利益 5,668,097 6,059,793

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 586,588 530,044

役員報酬 139,908 155,908

従業員給料及び手当 2,194,273 2,275,981

退職給付費用 15,908 16,073

福利厚生費 308,421 332,392

水道光熱費 250,534 252,819

施設管理費 93,318 92,545

消耗品費 100,995 97,521

賃借料 745,620 733,672

減価償却費 452,322 524,723

租税公課 164,531 151,700

その他 476,533 496,368

販売費及び一般管理費合計 5,528,957 5,659,750

営業利益 139,140 400,043

営業外収益

受取利息 1,079 261

受取配当金 991 796

早期決済奨励金 382,364 389,575

受取手数料 147,269 160,535

投資不動産賃貸料 － 66,243

その他 18,927 19,225

営業外収益合計 550,632 636,637

営業外費用

支払利息 97,370 106,833

投資不動産賃貸費用 － 40,416

その他 3,001 14,811

営業外費用合計 100,371 162,061

経常利益 589,400 874,618

特別損失

固定資産除却損 ※3 5,212 ※3 6,119

固定資産売却損 － ※4 15,541

貸倒損失 24,098 －

貸倒引当金繰入額 4,540 －

特別損失合計 33,850 21,661

税引前当期純利益 555,549 852,957

法人税、住民税及び事業税 284,125 350,332

法人税等調整額 △39,725 17,481

法人税等合計 244,400 367,813

当期純利益 311,149 485,144
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,057,500 1,057,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,057,500 1,057,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,086,500 1,086,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086,500 1,086,500

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 23,827 23,827

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 23,827 23,827

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 500,000 500,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 500,000 500,000

繰越利益剰余金

前期末残高 3,471,102 3,653,909

当期変動額

剰余金の配当 △128,341 △128,341

当期純利益 311,149 485,144

当期変動額合計 182,807 356,802

当期末残高 3,653,909 4,010,712

利益剰余金合計

前期末残高 3,994,929 4,177,737

当期変動額

剰余金の配当 △128,341 △128,341

当期純利益 311,149 485,144

当期変動額合計 182,807 356,802

当期末残高 4,177,737 4,534,539

自己株式

前期末残高 △4,629 △4,629

当期変動額

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △4,629 △4,629
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

株主資本合計

前期末残高 6,134,299 6,317,107

当期変動額

剰余金の配当 △128,341 △128,341

当期純利益 311,149 485,144

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 182,807 356,802

当期末残高 6,317,107 6,673,910

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 18,393 7,677

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△10,715 △4,331

当期変動額合計 △10,715 △4,331

当期末残高 7,677 3,346

純資産合計

前期末残高 6,152,693 6,324,785

当期変動額

剰余金の配当 △128,341 △128,341

当期純利益 311,149 485,144

自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,715 △4,331

当期変動額合計 172,091 352,471

当期末残高 6,324,785 6,677,256
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 555,549 852,957

減価償却費 453,667 524,723

貸倒損失 24,098 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,837 －

受取利息及び受取配当金 △2,071 △1,058

支払利息 97,370 106,833

早期決済奨励金 △382,364 △389,575

投資不動産賃貸料 － △66,243

投資不動産賃貸費用 － 40,416

固定資産売却損益（△は益） － 15,541

固定資産除却損 5,212 6,119

売上債権の増減額（△は増加） △22,747 △2,252

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,516 △250,970

仕入債務の増減額（△は減少） 106,400 50,424

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,556 7,292

その他 9,704 29,338

小計 874,730 923,548

利息及び配当金の受取額 2,071 1,058

利息の支払額 △95,010 △107,173

早期決済奨励金の受取額 379,492 388,138

法人税等の支払額 △254,395 △291,750

営業活動によるキャッシュ・フロー 906,887 913,821

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,932,412 △483,538

貸付けによる支出 △100,000 －

投資不動産の取得による支出 － △325,837

投資不動産の賃貸による収入 － 72,556

投資不動産の賃貸に伴う支出 － △39,696

敷金及び保証金の差入による支出 △2,378 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 31,325

その他 △39,791 68,532

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,074,582 △676,658

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △300,000

長期借入れによる収入 1,400,000 700,000

長期借入金の返済による支出 △485,000 △628,600

リース債務の返済による支出 △282 △840

配当金の支払額 △128,367 △128,316

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,086,349 △357,757

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,345 △120,594

現金及び現金同等物の期首残高 562,170 480,825

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 480,825 ※ 360,230
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券 

時価のあるもの

その他有価証券 

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

同 左

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法 同 左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準については、原価法（収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

評価基準については、原価法（収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

(1) 商品 (1) 商品

売価還元法 売価還元法

(2) 貯蔵品 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法 最終仕入原価法

（会計方針の変更）

当事業年度から、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会

計基準第9号 平成18年7月5日）

が適用されたことに伴い、棚卸資

産の評価基準については、原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を適用しております。

この結果、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ23,654千円減少して

おります。

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法を採用しております。 同 左

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物   8～38年

工具、器具及び備品 5～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。 同 左

なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づいておりま

す。
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前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（3）リース資産 （3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。

なお、リース取引開始日が適用

初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を適用

しております。

なお、リース取引開始日が適用

初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を適用

しております。

（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、従来、賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、当事業

年度から「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号 

平成19年3月30日改正）及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

16号 平成19年3月30日改正）を適

用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用

初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を適用

しております。

これによる損益に与える影響は

軽微であります。

(4) 長期前払費用 (4) 長期前払費用

なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

同 左

均等償却しております。

４ 引当金の計上基準   貸倒引当金   貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同 左
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前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

５ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす金利

スワップについて、特例処理を採

用しております。

同 左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 同 左

デリバティブ取引(金利スワッ

プ取引)

・ヘッジ対象

キャッシュ・フローが固定さ

れ、その変動が回避されるもの

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

当社は、変動金利を固定金利に

変換する目的で一部の借入取引に

関し金利スワップ取引を利用して

いるのみであり、投機目的及び短

期的な売買利益を目的としたデリ

バティブ取引は行わない方針であ

ります。

同 左

(4) ヘッジの有効性評価の方法 (4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用

しているため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。

同左

(5) その他リスク管理方法のうち、ヘ

ッジ会計に係るもの

(5) その他リスク管理方法のうち、ヘ

ッジ会計に係るもの

金利スワップ取引は、一部の借

入金に限定して利用しており、取

引の実行及び管理は、借入金を主

管する経理部が行っております。 

また、多額の借入金は取締役会の

専決事項であり、それに伴う金利

スワップ取引は取締役会の承認を

受けております。

同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなります。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

同左

－　17　－

㈱ハンズマン（7636）　平成22年6月期決算短信（非連結）



  

 
  

  

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

(キャッシュ・フロー計算書)

前事業年度において、財務活動によるキャッシュ・

フローの「短期借入れによる収入」および「短期借入

金の返済による支出」は総額で表示しておりました

が、短期借入金については、借入期間が短く、かつ回

転が速い項目であるため、当事業年度より「短期借入

金の純増減額（△は減少）」として純額表示しており

ます。

─────────

なお、当事業年度「短期借入金の純増減額（△は減

少）」に含まれている「短期借入れによる収入」は

19,250,000千円、「短期借入金の返済による支出」は 

△18,950,000千円であります。
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(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年６月30日)

当事業年度
(平成22年６月30日)

 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

建物 2,816,890千円

土地 1,437,404千円

計 4,254,294千円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

(有形固定資産）

建物 2,731,160千円

土地 1,235,259千円

計 3,966,419千円

 

(投資その他の資産）
投資不動産 832,827千円

計 832,827千円

合計 4,799,247千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 245,700千円

1年内返済予定長期借入金 437,800千円

長期借入金 2,954,200千円

計 3,637,700千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 687,100千円

1年内返済予定長期借入金 510,400千円

長期借入金 3,043,800千円

計 4,241,300千円

※２

─────────────── 保有目的の変更により、有形固定資産の建物

95,903千円、土地437,361千円及び構築物7,039千

円を投資不動産に振り替えております。

※３

─────────────── 投資不動産の減価償却累計額には、有形固定資

産からの振替分を含めております。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

※１ たな卸資産評価損 ※１ たな卸資産評価損

 商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切

下げ後の金額であり、たな卸資産評価損23,654千

円が売上原価に含まれております。

 商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切

下げ後の金額であり、たな卸資産評価損18,625千

円が売上原価に含まれております。

※２ 他勘定振替高 ※２ 他勘定振替高

 主なものは、消耗品費及び販売促進費への振替

であります。

同  左

※３ 固定資産除却損 ※３ 固定資産除却損

 固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物 2,317千円

構築物 929千円

工具器具備品 1,965千円

計 5,212千円

 固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物 3,613 千円

構築物 1,575 千円

工具器具備品 930 千円

計 6,119千円

※４ 固定資産除却損

────────────  固定資産売却損は構築物売却損であります。
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前事業年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び数に関する事項 

 
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

当事業年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び数に関する事項 

 
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式の種類

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

合 計 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

自己株式の種類

普通株式 2,937 株 ― ― 2,937 株

合 計 2,937 株 ― ― 2,937 株

決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年９月26日 
定時株主総会

普通株式 128,341 千円 25.00 円 平成20年６月30日 平成20年９月29日

決議 株式の種類 配当金総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年９月25日 
定時株主総会

普通株式 128,341 千円 利益剰余金 25.00 円 平成21年６月30日 平成21年９月28日

前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式数

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

合  計 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

自己株式の種類

普通株式 2,937 株 ― ― 2,937 株

合  計 2,937 株 ― ― 2,937 株

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成21年９月25日 
定時株主総会

普通株式 128,341 千円 25.00 円 平成21年６月30日 平成21年９月28日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年９月29日 
定時株主総会

普通株式 138,608 千円 利益剰余金 27.00 円 平成22年６月30日 平成22年９月30日
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関連会社がないため、該当事項はありません。 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日)

現金及び預金勘定 486,925 千円

預入期間が３か月を超える
定期預金 △6,100 千円

現金及び現金同等物 480,825 千円

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日）

現金及び預金勘定 366,330千円

預入期間が３か月を超える
定期預金 △6,100 千円

現金及び現金同等物 360,230 千円

(持分法投資損益等)
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前事業年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

（追加情報） 

当事業年度から「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号 平成18年10月17日)及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17

日)を適用しております。  

 この結果、土持産業株式会社との取引金額に関しては、重要性が乏しいと判断されたため、開示対象

から外しております。 

１ 関連当事者との取引 

   財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

(1) オーゾノ建材株式会社は、当社代表取締役会長大薗明照の近親者が議決権の93.4％を所有しており

ます。オーゾノ建材株式会社からの商品の仕入については、他社からも複数の見積を入手し、価格交

渉の上、決定しております。 

(2) 株式会社ライフ建築設計事務所は、当社代表取締役会長大薗明照の近親者が議決権の98.2％を所有

しております。株式会社ライフ建築設計事務所への建築設計委託については、他社からも複数の見積

を入手し、価格交渉の上、決定しております。 

  

当事業年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 関連当事者との取引 

   財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

(1) オーゾノ建材株式会社は、当社代表取締役会長大薗明照の近親者が議決権の93.4％を所有しており

ます。オーゾノ建材株式会社からの商品の仕入については、他社からも複数の見積を入手し、価格交

渉の上、決定しております。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

オーゾノ建材株
式会社

宮崎県 
宮崎市

98,000
建築用資材
販売

無し
当社への商
品納入

商品仕入
41,658 買掛金 3,645

株式会社ライフ
建築設計事務所

宮崎県 
都城市

30,000 建築設計業
(被所有)
直接 1.94

当社店舗等
の建築設計
委託

建築設計監
理 23,000 ―  ―

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

オーゾノ建材株
式会社

宮崎県 
宮崎市

98,000
建築用資材
販売

無し
当社への商
品納入

商品仕入
45,486 買掛金 3,948
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

  

（開示の省略） 

リース取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付及び賃貸不動産に関

する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略

しております。 

  

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益 

 
  

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり純資産額 1,232円02銭 1,300円68銭

１株当たり当期純利益 60円60銭 94円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

当期純利益 (千円) 311,149 485,144

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (千円) 311,149 485,144

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,133,663 5,133,663
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

 

固定資産の取得及び資金の借入  

 平成21年5月25日開催の取締役会において、当社店舗

（加納店）の立地するショッピングセンター（ヴィバタ

ウン加納）の固定資産取得を決議し、以下のとおり実行

しております。

取得日 平成21年7月1日

取得した 
設備の内容

店舗設備

土地 461,496 千円  

（面積） （18,685 ㎡）

建物及び構築物 198,665 千円

合 計 660,161 千円

 加納店については、従前は賃貸借契約に基づき地代家

賃の支払を行っておりましたが、今回の取得により地代

家賃の支払が無くなります。また、ショッピングセンタ

ー内に入店しているテナントから家賃収入を得ることと

なります。

 また、上記固定資産の取得に際し、平成21年6月29日

開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり資金の借入

れを実行しております。

借入先 株式会社 宮崎銀行

資金使途 ショッピングセンター取得資金

借入金額 600,000 千円

利率 1.87 %

弁済方法 毎月の分割返済

実行日 平成21年7月1日

借入期間 11年

担保
ショッピングセンター内の土地
及び建物

──────────────
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① 代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

該当事項はありません。 

5. その他

(1) 役員の異動
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